
Ⅲ．不適正スクラップヤード問題への対応と再生材供給のサプライチェーン強靭化の推進

① 不適正スクラップヤード対策

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1

今回の資料では、規制の大枠の方向性をまとまたもので、結果的に、許可制、登録制、届出制、規制の方法や対

象物について、詳細な制度設計の議論にまでは至らない状況であるが、各自治体から多くの疑念を頂いている。

実際の法改正にあたっては、現場で適切に運用できる実効性のある制度とするため、この会議でのとりまとめ

後、改めて自治体の意見をよく聞いた上で、制度設計を行い、速やかな法改正に取り組むようにお願いしたい。

今後、制度の対象物や性質に加え、実際の運用を念頭に置いた基準等の検討においても、自治体の

方々の御意見を伺いながら対応してまいりたい。

2
規制対象物品に含まれている「金属スクラップや雑品スクラップ等」について、例えば健全な事業者が本来の業

務に付随して一時的な保管等を行う場合等まで、新たな規制の対象にならないよう、留意いただきたい。

3
生活環境保全上の支障を生ずるおそれがある場合や生活環境保全上の配慮がなされた一定の要件について、具体

的かつ適切に明記することが必要である。

4
不適正ヤード対策について、自治体の方が迷わず取り組めるよう、全国で統一的な制度の創設、対象物品の精

査・拡大、帳簿への記載を含む、より実効性の高い措置を求めての許可制等の導入、罰則の強化が重要である。
御指摘の観点も踏まえ、制度について法制上の検討をしてまいりたい。

5
素材自体で規制するか、保管の在り方で規制をするか、二種類の規制方法があると考えられるが、そのいずれも

によって規制し、罰則を設けると効果が高まるのではないか。

対象物又は業の形態のいずれかのみではなく、対象物及び業の形態を組み合わせて規制のあり方を検

討してまいりたい。

② 使用済となったリチウム蓄電池等への対応

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1
今回新たに盛り込まれた使用済みリチウム蓄電池等への対応は、喫緊の課題である。安全な処理の下で資源化が

進むよう、DX等の活用も含めて、必要な情報提供が効率的に行える仕組みの構築を期待する。

2 リチウムイオン電池への対応について、具体化をお願いしたい。

3
リチウム電池の取扱いについては、重要な問題であるため、連携を強化して早急に対応策を講じていただくよう

お願いする。

4

廃棄物処理法を中心とする廃棄物処理制度の中だけでは対応に限界がある。資源有効利用促進法や小型家電リサ

イクル法の方が促進型であって義務型ではないので、それらと連携し、強力にリチウム蓄電池及び使用製品が通

常の一般廃棄物及び産業廃棄物のルートに入らない措置を講じる必要があると考えている。

特に資源有効利用促進法については、今年の国会で法改正され、リチウム蓄電池をはじめ、製造事業

者の回収を促す制度が設けられ、来年４月の施行に向けて、現在詳細を検討している。より実効性の

高い制度となるよう、経済産業省と共に検討を進めたい。

③ 再生材供給のサプライチェーン強靭化の推進

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1
今進められている拠点事業のフィージビリティスタディの状況について、今後着実に展開されることを期待して

いる。

2
ネットワーク形成の取組については、再生材供給サプライチェーン強靭化という意味で、強化することが非常に

重要であると考える。

第７回小委員会でいただいた御意見（事務局による要約）と御意見への対応状況

御意見いただいたとおり、現状廃棄物処理工程において、支障が生じていることも認識しており、対

応については引き続き検討してまいりたい。

今後、調査業務、フィージビリティスタディの状況を踏まえ、必要な制度的な対応について検討を深

めてまいりたい。

現行の有害使用済機器保管届出制度における対象者については、廃棄物処理業者など別の許認可との

重複や、本来業務に付随して保管する場合などを除外している。このような現行制度も参考に、対象

に関し、法制上の検討をしてまいりたい。

参考資料４



Ⅳ．PCB廃棄物に係る対応

② 高濃度PCB廃棄物の新たな処理体制の確保

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1

現行の処分期間の規定を廃止するところ、保管事業者が高濃度廃棄物に該当すると知った日から一定期間内に処

分をするということに関して、新しい処分方法の確立と、実際の処分との時間的な関係について、具体的な見通

しを示していただきたい。

PCB廃棄物適正処理推進に関する検討委員会において検討いただいており、最終的には政令等におい

て期限を定めることを考えている。実証試験を丁寧に進めていくことは重要であると考えている一

方、保管の長期化も避けるべきである。実証試験の結果を受け、理想的には来年度できるだけ早く告

示の改正を行い、処理施設の無害化認定の手続を進めていきたい。

保管事業者に対し義務付ける一定期間内の処分の「一定期間」については、これまでの検討会におい

ては３年という御意見もあったところ、今後の実証事業の状況等も踏まえて設定したい。

2
JESCO事業が終了し、工場が解体されるところ、今後、少量でも民間事業者によって引き続きPCB廃棄物が処理

されるのであれば、現在使用されている工場の資機材などについては、可能な限り再利用していただきたい。
御意見を受けて今後検討してまいりたい。

③ 低濃度PCB含有製品及び同疑い製品に係る管理制度の創設

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1

都道府県知事への届出の義務付けについて、電気事業法でも同様の対象物が届出の対象になっている。既存の制

度に重ねての届出となれば、中小企業も二重の手続を踏むこととなり、受け取る行政側の負担も大きくなるた

め、制度が重複せず、最終的に過度な負担とならない制度設計をお願いしたい。

高濃度のPCB使用製品のうち、電気事業法の電気工作物については、PCB特措法ではなく、電気事業

法により対応することとなっており、こういった既存の枠組みを参考としつつ、低濃度PCB製品につ

いても、経済産業省との調整を進めてまいりたい。

2

管理制度の創設について、自治体や事業者の負担軽減につながる合理的で実効性のある制度にしていただきた

い。

PCBの含有が明らかでない製品の管理や廃棄の見込み等の状況について、都道府県知事への届出を努力義務とす

ることは極めて労力かかり、実務が混乱する可能性が高い。届出が多くなると、事業者のみならず、受理する自

治体の負担も増加するので、努力義務を課す届出の対象範囲や、疑いの定義をより具体化するなど、含有が高い

範囲をできるだけ絞り込んでいただきたい。

3

届出内容のうち「廃棄の見込み等」について、実務上、将来の設備の更新計画を精緻に作成することは難しく、

状況に応じて更新計画を変更せざるを得ないことが一般的であるので、厳密でなく変更可能性のある見込みの内

容を届け出ることも認めて頂きたい。

4

PCBの含有が明らかでない製品の届出の努力義務化について、努力義務は、実施しなかったとしても法的に責任

を問うことができず、罰則もなく、強制ができないため、有効な指導ができないと考える。含有が明らかでない

製品の特性を国でしっかり把握し、通常の低濃度含有製品と同様の取扱いにすべきである。

5
努力義務にどの程度実効性があるのか、少し疑問がある。努力義務では届出をしないこともあり得るため、難し

い側面もあるかもしれないが、もう少し強い形にすべき。

6
含有が明らかでない製品に対して義務付けることが難しいため努力義務としたものと思うが、現場が混乱しない

ように検討する必要がある。

7
PCBの含有が疑われる範囲の特定について、処理期限が近づく中、調査対象機器の解釈に現状で幅があるように

思われ、現場では若干の混乱がある。調査対象機器の特定及びその情報発出については、迅速にお願いしたい。

低濃度PCB含有製品の管理制度や廃棄の見込みについては、御意見を踏まえ法制上の検討をしてまい

りたい。

また、規制の対象について、過去、低濃度PCB廃棄物や疑い物となるものが追加的に出てくることが

あるったため、製造事業者等と協力して継続的に調査を実施し、対応してまいりたい。特にPCB含有

が明らかでない製品について、その範囲や届出の取り扱いなど御意見を踏まえ法制上の検討をしてま

いりたい。



8

低濃度PCB含有疑いの安定器については、現在処分先がなく永年に保管すべきなのか、疑念を抱いている事業者

が多く存在する。今回の改正には直接影響がないかもしれないが、処分体制の構築に向けて、適正処理の検討を

進めて頂きたい。

御意見を踏まえ引き続き検討してまいりたい。

④ 建築物・設備にかかる低濃度PCB廃棄物の計画的な処理に係る措置

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1
塗膜の届出に関しては、昨年度のPCB廃棄物適正処理検討委員会の中で塗膜の調査をしている環境省を届出先に

すると説明されたが、なぜ都道府県が届出先になったのか説明と再考をお願いしたい。

管理中の段階、使用中の段階、廃棄物となった段階のいずれかの段階で届出先が異なる場合、混乱を

生じるおそれがあるため、都道府県を届出先としてお示しした。御意見も踏まえて法制的な検討をし

てまいりたい。



Ⅴ．災害廃棄物への対応

① 公費解体・災害廃棄物処理を横断的に調整支援する専門支援機能（機関）の規定整備

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1
専門支援機能により横断的に取りまとめを進めることやDXの活用により、迅速な情報共有や早期処理・早期復

興の実現に寄与できると考える。

2
被災自治体における様々事務手続や各種調整等の支援を横断的に行う機能を、全国共通で安定的かつ継続的に確

立・確保する必要がある。

② 一般廃棄物処理計画・災害支援協定に基づく災害廃棄物処理に係る特例措置等の整備

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1

「法定計画である一般廃棄物処理計画の規定事項へ、非常災害時の廃棄物処理に関する事項を追加すべき」とい

う原案の内容は、環境省に閣議決定違反とさせる懸念がある。閣議決定によれば、地方公共団体に対して、新規

の計画策定を求める法令改正は原則認められておらず、計画策定を求めなければ法目的を実現できない場合、そ

の理由については、制度所管官庁側に説明義務がある。そのため、環境省は、理由を説明しなければならない

が、本委員会においては、そこまでの議論は示されていない。

例えば、関係者との協議会を設置して、体制整備を進める方法でも法の要請は充足できる。その場合、協議会で

の合意形成や申し合わせで十分であり、重ねて計画を策定する必要はない。どのような形式や手法で法の要請に

応えるかは、各地方自治体の選択と判断であり、それを原則として求めたのが、前期の閣議決定である。

一般廃棄物処理計画への規定事項の追加については、令和５年３月に閣議決定された「計画策定等に

おける地方分権改革の推進について～効率的・効果的な計画行政に向けたナビゲーション・ガイド

～」に沿って確認を行い、計画による手法が有効かつ最も効率的であることを確認した。詳細は以下

のとおり。

（ナビゲーション・ガイドに沿った確認の結果）

・平成27年の廃棄物処理法及び災害対策基本法改正において、平時の備えの強化の関連規定は廃棄物

処理法に、大規模災害時の対応は災害対策基本法に位置づけられ、平時の備えから大規模災害発生時

の対応まで、切れ目なく災害廃棄物対策を実施・強化するための法整備が行われた。今回の規定事項

の追加は、当該整理に基づき、平時の備えの更なる強化として、一般廃棄物処理計画中に災害廃棄物

処理に関する事項を位置づけるもの。また、他の計画とは重複がないことを確認するとともに、すで

に９割近くの自治体において策定済であるなど、効率的で計画的な行政の推進に有効な手法であるこ

とを改めて確認した。

・災害時において膨大な災害廃棄物処理業務を被災自治体単独で行うことは極めて困難であることか

ら、全国的な支援・受援体制を整備することが必要。受援を受けるため（支援を行うため）には、被

災自治体の意思決定が必要であり、そのためには、計画という手法が求められる（情報だけではな

く、被災自治体における方針の確定が重要である）。

・被災自治体の受援体制構築及び受援にあたって必要となる情報を平時に予め規定しておくことが求

められるが、これらは、市町村自らが一般廃棄物処理の一環として把握しているものであり、既存の

法定計画である一般廃棄物処理計画の記載事項の一つとしてまとめて置くことが効率的。他の計画

（例えば地域防災計画や都道府県の法定計画である廃棄物処理計画）や他の手法（例えば協議会にお

ける体制整備）をとった場合には、市町村以外の他者が情報集約をすることが困難であることや、改

めて一から計画策定を行うこととなり非効率である。

御意見を踏まえて引き続き検討していく。



2

災害時という場面では、災害に関連する制度スキームに位置づける方が効果的な現場運用が可能となる場合も大

いにある。原案のように平時の計画である一般廃棄物処理計画の法定事項にしてしまうと、そうした選択が実質

的に不可能になり（あるいは、複数の計画に連動しない形で記載せざるを得なくなり）、現場の業務負担になる

だけでなく、政策効果を大幅に削ぐ結果となる懸念がある。特に、近時頻発する中規模・大規模災害において

は、市町村域を超える被害と対応が通常であり、単独市町村の計画に位置付ける意味も薄く、この点でも現場で

機能しない制度義務を課すに終わる問題もある。

他の防災計画等との連携は重要である一方で、廃棄物処理は、防災全体とは異なる専門的知識（廃棄

物処理法への理解、廃棄物処理に関するノウハウ、関係事業者とのコミュニケーション）が必要であ

る。また、災害時には支援が必要なことは事実であるが、広域処理がすべての課題の解決にはなら

ず、市町村が主体的に取り組むべき課題も多い（し尿・避難所ごみ、片付けごみなど廃棄物の回収経

路等確保、処理施設の復旧など）。これらを踏まえると、一般廃棄物処理計画（市町村単位もしくは

処理組合単位）での対応が合理的と考える。ただし、既に他の防災計画等に記載されている場合や、

一体策定等についても、一定の自由度を確保することを想定している。

3

原案には一体策定や共同策定を認める趣旨が加えられているが、災害法制は、環境省の所管ではなく、この点の

整合的運用について、どのように担保できるのか。担保できないのであれば、閣議決定に従い、計画を義務付け

ず、各地域の選択を柔軟に認めるべきである。地方自治体に計画策定を義務付ける法改正により、問題に対応し

たとする満足感ではなく、本来の意味で、地方現場の悩みに実質的に応え、寄り添える法制度を目指す必要があ

るのではないか。

災害対策基本法において、廃棄物の処理に関する指針の策定及び代行措置を環境大臣が行うこととさ

れており、その内容は環境省が担当していることから、災害法制においても廃棄物の処理について

は、環境省で所管している。

平成27年の廃棄物処理法及び災害対策基本法の改正において、平時の備えの強化の関連規定は廃棄物

処理法に位置付けられており、今回の一般廃棄物処理計画への災害廃棄物に関する事項の追加は、当

該整理に基づき、平時の備えの更なる強化として、検討を行うものである。なお、都道府県の法定計

画である廃棄物処理計画への災害廃棄物に関する事項の追加は、既に平成27年の廃棄物処理法改正時

に実施済である。

4

全国の７つのブロック協議会の中で、例えば基礎自治体の災害廃棄物処理計画の見直しや充実のための図上演習

や初任者研修などが行われており、環境省としてもこれらを拡充・支援していくほうが、より災害廃棄物処理の

実効性は高まると考える。

5

自治体間及び民間事業者・団体との災害協定の締結、活用を含む災害廃棄物処理計画の確立というのが非常に大

事である。災害廃棄物処理計画については、すべての市町村がばらばらに対応するのではなく、可能であれば県

を中心に、その市町村と連携する形の計画が必要ではないか。

6

基礎自治体は基本的には産廃処理業者とは普段連絡がないため、産資協などといきなり協定を締結することはか

なり困難であり、都道府県が間に立つものと考えられる。特に産廃処理施設など民間との協定締結に関しては、

都道府県のほうに対して、県下の市町村に対してフォローができているか、都道府県が速やかに市区町村の支援

ができるように、国は県を支援することが重要ではないか。

7

環境省のD.Waste-Netが有する人材バンクは非常に有効であるが、別の自治体の事務支援に向かう場合、派遣元

の首長の理解を得ることが重要である。例えば、人材バンクへの人材派遣を基礎自治体の努力義務とするほうが

実効性が高くなるのではないか。

人材バンク登録者は、令和７年8月時点で登録者370名となっている。派遣者や派遣元自治体の事情

等を踏まえた対応が必要になることから、人材派遣を努力義務化することは難しいが、支援員の登録

者数の増加や支援員の能力向上、支援員の派遣に理解を得られるよう周知活動を強化するなどの取組

を進めていく。

③ 廃棄物最終処分場での災害廃棄物の受入容量確保に係る特例制度の創設

No. 御意見の内容（事務局による要約） 御意見を踏まえた応答

1
新たな認定制度について、都道府県が認定をするとなれば、様々な準備が必要となる。適切な対応ができるよ

う、事前の十分な説明と準備期間を頂けるようご配慮いただきたい。
制度設計及び周知については、着実に行わせていただきたい。

2
民間の廃棄物処理施設を最大限に活用していくことが盛り込まれているが、当該民間事業者への制度的インセン

ティブ措置について引き続き検討をお願いしたい。

3
受け入れる場合の民間の認定処分場について、制度的にデメリットを補うようなメリットのある措置の検討をお

願いしたい。

今後、最終処分場における災害廃棄物受入容量の確保がしっかりできるよう、どのような形でインセ

ンティブを設けるかについては、十分に検討したい。

広域、地域ブロック単位での対応基盤の整備については、環境省とともに専門支援機能が行っていく

ことを想定している。

現在、ブロック単位の広域的な連携強化に向けた施策拡充のため、予算要求・定員要求をしていると

ころ。御指摘のとおり、図上演習や訓練などこれらの施策を着実に実施することで、各自治体の災害

廃棄物処理計画の実効性を高めていくことは重要であり、今回検討中の制度的措置とともに、被災自

治体への支援の充実化を図っていく。


